排除なき薄い包摂を目指すシティズンシップ教育の可能性
非臨床的臨床を試みる専門的素人としての哲学者の役割
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　正直に言うと、小学生の頃、「道徳」の時間が大嫌いだった。私はそれなりに正義感の強い少年であったし、大人に対する嫌悪も特段持ち合わせていなかったので、そこで伝えられている説教臭い内容について異論は何もなかった。問題は内容ではない。異論が許されないという場のムードに心底辟易していた。正確に言えば、異論が許されないと言っても、教師が答えを押し付けたわけではない。「考えてみよう」という仕方で開かれた雰囲気を装いながら、実際のところ着地点は見えない形ですでに与えられており、そこ以外への着地を思いつくこと自体がありえないかのように振る舞われる。その欺瞞的なあり方に対して、倫理にもとる何かを子どもながらに感じていたのである。
　私は、自分自身のこうした体験からひとまず次のような教訓を引き出した。すなわち、倫理や道徳、より広く言えば、生き方について、学校という官製の場で教育を行なう際には、その教育の行ないそのものが倫理的に問題含みである可能性があるから、常にその取り扱いに注意しなければならない、ということである。それが、一律の水準を要求する指導要領や教科書を伴う「教科」として達成度評価の対象になるとすれば、なおのこと、その「教育」のあり方は問題含みとなる。これはおそらく、「良き国民」の育成という国家の事業（そのなかでは、教育は個々の人びとのためではなく国家のために営まれる）へと滑り落ちる可能性を胚胎するシティズンシップ教育においても大きな問題となろう。
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　「市民」というものがその本質的な複数性ゆえに「国民」から区別されうることを認めるならば、その教育を受けようとしない者に対しては、動員という方途とは別の、拒否それ自体に即した応答が求められる。それは、個々の文脈に固有の個別的な応答でしかありえない。とすれば、シティズンシップ教育の目的は、“市民としての役割を果たすという政治の土俵に乗りたくない人物が現れたとしても、それなりにうまくやっていける状態を維持できる社会的基盤を醸成すること”とすべきである。ステレオタイプに基づく他なるものへの不寛容がいとも容易く噴出する状況ではなおさら、そうした“排除なき薄い包摂”を目指すシティズンシップ教育が必要とされよう。
高校「倫理」の中でのシティズンシップ教育　シティズンシップ教育で学ばれる一つの軸として、倫理や道徳があるというのなら、アリストテレスを引くまでもなく、それは一定程度の成熟を経た者に対してなされるのでなければならない。その意味では、人間関係での失敗と成功の経験がそれなりに蓄積され始める高校から、倫理に関わる学びの時間を設けるのは悪くはないだろう。
　しかし、それは、「ならぬものはならぬ」的なお題目を内面化させることを目的とするのではなく、むしろ反対に、すでにそれぞれが内面化させてきた社会規範とそこにこびりつく偏見を外部化させ相互に擦り合せるその手つきを学ぶことを目的とするのでなくてはならない。そのために必要なのは、道徳の時間ではなく、哲学の時間であろう。あえて倫理という名称を加える必要があるならば、それは倫理「学」の時間でなければならない。
　高校「倫理」を「哲学」の時間に改め、大学の哲学教育との連動、哲学カフェなどの社会活動との連動も視野に入れた、公論の土台となる教育を確立すべきだろう。道徳や倫理を学校で教育するにあたって重要なのは、批判的に思考し、相手の話を聴き、十分に思慮深く応答する知的構えの涵養である。そのためには、既存の指導要領に忠実な教員では担当者として十分ではない。それに加えて、内なる外部者としての関わりをもつエキスパートとして「哲学者」を学校が迎え入れるのが望ましい。そうした内なる外部者の存在は、生徒に対するシティズンシップ教育にとどまらず、教員に対する継続的なシティズンシップ教育ともなりうる。なお、「哲学者」は、内なる外部者であり続けるために、一つの学校に長く居るのではなく、かといって、短期的に学校を移るのでもなく、５年程度のサイクルで近隣の学校を複数の「哲学者」が循環していく形が望ましいだろう。そうした循環体制を安定させるためには、「哲学者」は学校に雇用されるのではなく、「哲学者」派遣機関のような独立機関に雇用される必要があるだろう。
哲学者にできることは何か　「哲学者」はいったい何をする者としてシティズンシップ教育に携わりうるのか。すでに「哲学者」である者については、シティズンシップ教育にコミットしながらも、その営みそれ自体を常に疑い問い直し続けることで、シティズンシップなるものが本来抱えるべき内的緊張を保持する役割を果たしうるだろう。それは、いわば“非臨床的臨床を試みる専門的素人”として教育に関わるということである。
　他方、そうして営まれるシティズンシップ教育が、成員に対する動員と同化ではなく、複数性に根ざした対話の基盤構築を目的とするものであるならば、その教育は、個々の人びとの「哲学者」としての知的構えを育むものでなければなるまい。そして、「哲学者」としての知的構えを涵養する場は、教える者と教えられる者の関係ではなく、共に学ぶ者の関係でしかあり得ない。それゆえ、教育が必要だと喧伝し教育を施そうとする者こそが、シティズンシップ教育の最初の受け手となる必要がある。そうした教育のあり方を求め、また自らがそうしてみせることも、哲学者にできることであり、なすべきことであろう。
